
均の１.２～２.６倍であり，漁業種類や地域特

性を反映して組合間の格差は大きいものと

なっている。対象漁協の２００２年３月末の１

組合当たり職員数は２０.２人（全国平均は９.７人）
（注）

であるが，最少の２人から最多の１６０人ま

でその差は大きい。

（注） 全国漁業協同組合連合会（2002）『2000年度
漁業協同組合統計表』

０２年３月末の１組合当たり組合員数は

４４４.５人，うち正組合員数は２５４.１人で，正

組合員比率は５７.２％である。前年同月比の

増減率は，組合員△３.４％，正組合員△５.９％

で，正組合員の減少が目立っている。また，

正組合員に占める７０歳以上の割合は平均で

２７.６％となっている。

また，漁業の後継者問題について尋ねた

ところ，「不足である」との回答割合が全

体では７４.０％と４分の３を占めている。正

組合員に占める７０歳以上の割合と後継者不

足との関係をみると，「不足である」との

回答割合は，７０歳以上の割合が１割未満の

漁協では１６.７％と低いが，１～２割未満で

は７３.１％，２～３割未満では７０.６％，３～

４割未満では８８.９％，４割以上では１００.０％

と高くなっている。
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漁協信用事業アンケート調査は，漁協と

信漁連の協力を得て，（財）農村金融研究会，

農林中央金庫水産部及び当総合研究所が共

同で毎年実施している調査である。本調査

の主な目的は，残高試算表からは把握する

ことが困難な漁協信用事業の実態を明らか

にすることにおかれている。２００２年度の調

査では，定例の貯金・貸出金や事業収益の

動向に加えて，ペイオフへの組合の対応と

利用者の対策，今後貯金増強が期待できる

財源，正組合員の資金需要，漁協の貸出推

進方策，信用保証の位置付け，経済事業の

運転資金等に関する調査項目を設けた。

本稿では，（財）農村金融研究会作成の調

査報告書をもとに，貯金と貸出の動向を中

心に調査結果を紹介することにしたい。

アンケート調査の対象漁協は，全国の沿

海地区漁協の中から，地域分布等を考慮し

て選定された１００組合であり，このうち３３

組合は信漁連に信用事業を譲渡している。

対象漁協の組合員数，職員数，貯金残高，

事業総利益といった規模はおおむね全国平

４４-４２４

第21回漁協信用事業アンケート調査結果の概要

はじめに

１　アンケート回答漁協の概況

２　組合員の動向



０１年度の１組合当たりの事業総利益は，

前年比１.３％増の１億６,２４８万円となった

（第１表）。

事業総利益の内訳をみると，信用事業総

利益（信用事業を営む漁協のみ）の前年比増

減率は，００年度の△５.１％から０１年度には

△１４.３％へと減少幅が拡大した。一方，販

売事業総利益と購買事業総利益について

は，００年度は，各々△６.７％，△７.９％とい

ずれも前年比減だったが，０１年度は，販売

事業総利益５.２％，購買事業総利益１４.９％と

前年比増に転じている。この結果，事業利

益は前年比４.４％増の３,２１６万円となった。

経常利益は、補償金や補助金を中心とす

る事業外収益が６.０％減少したため，４７０万

円にとどまった。
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信漁連に信用事業を譲渡した漁協を含む

対象漁協の貯金残高と貸出金残高を第２表

に示した。これをみると，０１年度の１組合

当たりの貯金残高は２８.０億円となった。０１

年度の前年比増減率は△１.６％となり，００

年度の△０.５％に比べて，マイナス幅が拡

大した。

貯金種類別にみると，当座性貯金残高は４.９％

増の９.３億円，定期性貯金残高は△４.５％の１８.７

億円となった。

さらに預り先別にみると，漁家経済の低

迷を反映して組合員からの貯金が２年連続

で前年比減少となった。

０１年度の貸出金残高（制度資金を含む）

は前年比△１.５％の７.８億円であり，長・短

別にみると，短期資金残高は△３.０％の３.０

４５-４２５

３　2001年度収支の動向 ４　貯金・貸出金の概況

第1表　経営収支の推移�

（単位　万円, ％）�

事業総利益�

　　うち信用事業�

　　　　販売事業�

　　　　購買事業�

事業管理費�

事業利益�

事業外収益�

　　うち補償金�

経常利益�

税引前当期利益�

当期未処分剰余金�

１６，２４８�

１，９６４�

５，８６１�

２，７７７�

１３，０３２�

３，２１６�

５，８４７�

８７５�

４７０�

５９５�

△２，０４４�

００�

実数� 前年比増減率�

０１年度�

△４．９�

△５．１�

△６．７�

△７．９�

△５．０�

△４．２�

１１．８�

５９．９�

△２９．９�

△３６．０�

－�

１．３�

△１４．３�

５．２�

１４．９�

０．６�

４．４�

△６．０�

△１８．５�

９．３�

３１．５�

－�

０１�

（注）　信用事業総利益は,信用事業を営む６１組合の集計。�
それ以外は８９組合（すべての計数を３か年集計でき�
る組合）の集計。�

第2表　対象漁協の貯金残高と貸出金残高�

（単位　億円, ％）�

貯金残高�

　　うち当座性貯金�

　　　　定期性貯金�

　　組合員�

　　地方公共団体�

　　その他�

２８．０�

９．３�

１８．７�

１８．１�

１．３�

８．８�

７．８�

３．０�

４．９�

６．７�

０．３�

０．９�

�

００�

実数� 前年比増減率�

０１年度�

△０．５�

△３．１�

０．７�

△２．６�

７．０�

３．０�

△２．３�

△２．７�

△２．０�

△４．７�

２８．６�

７．３�

△１．６�

４．９�

△４．５�

△２．２�

△５．３�

０．５�

△１．５�

△３．０�

△０．５�

△０．２�

△１３．３�

△５．９�

０１�

（注）　９５組合の集計。�

預
り
先
別�

貸出金残高�

　　うち短期貸出金�

　　　　長期貸出金�

　　組合員�

　　地方公共団体�

　　その他�

貸
出
先
別�



億円，長期資金残高は△０.５％の４.９億円と

なっている。貸出先別にみると，貯金と同

様に，組合員への貸出金残高が２年連続で

前年を下回った。

この結果，０１年度の貯貸率は２８.０％とな

った。

（１） ペイオフ関連

ａ　組合員に対する漁協の説明

０２年４月に定期預貯金についてペイオ

フ凍結が解除された。凍結解除に際して，

漁協が組合員に対して説明を行った割合は

７８.０％であり，大半の漁協が説明を行った。

組合員貯金残高別にみると，残高が多い漁

協ほど説明を行った割合は高く，１０億円未

満の漁協では７７.４％，１０～２０億円未満の漁

協では６０.６％だが，２０～３０億円未満の漁協

では９４.７％，３０億円以上の漁協では１００％

と高くなっている。
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説明の方法は，「窓口」（６６.７％）が最も

多く，「総（代）会」３７.２％，「電話」２１.８％

で，「訪問」は１５.４％となっている。

また漁協が組合員に説明した内容は，

「貯金保険制度」が８９.７％で最も多く，次

いで「相互援助制度」８５.９％，「組合経営

の安定性」６５.４％となっている。

漁協の説明で組合員から最も納得・理解

が得られた内容は，「貯金保険制度」４５.３

％，「組合経営の安定性」２８.４％，「相互援

助制度」２４.２％となっている。

ｂ　貯金への影響

ペイオフ対策とみられる貯金の動きのう

ち，他の金融機関から漁協への預け替えが

みられた割合は４８.０％で，件数は平均４.２件

である。

一方，漁協から他の金融機関への預け替

えがみられた割合は４９.０％で，件数は平均４.４

件であり，他への預け替えと同程度となっ

ている。貯金取り崩しによる土地・株式・

４６-４２６

５　貯金関連の動き

第3表　今後貯金増強が期待できる財源（複数回答）�
（単位　組合, ％）�

そ
の
他�

１．０�
０．０�
０．０�
２．９�
０．０�
０．０�
０．０�
０．０�
４．５�
０．０�

も
の
は
な
い�

期
待
で
き
る�

１８．０�
０．０�
１５．４�
２３．５�
１１．１�
３０．８�
２８．１�
２６．３�
９．１�
８．０�

０．０�
０．０�
０．０�
０．０�
０．０�
０．０�
０．０�
０．０�
０．０�
０．０�
�

２．０�
０．０�
０．０�
２．９�
０．０�
７．７�
３．１�
０．０�
０．０�
４．０�

７．０�
０．０�
７．７�
１１．８�
５．６�
０．０�
０．０�
１０．５�
９．１�
１２．０�

９．０�
０．０�
１１．５�
５．９�
１１．１�
１５．４�
９．４�
１５．８�
１３．６�
０．０�

勤
労
収
入�

漁
業
以
外
の�

補
償
金�

公
金�

水
産
加
工
収
入�

土
地
代
金�

１７．０�
０．０�
１５．４�
２６．５�
１６．７�
７．７�
２１．９�
２１．１�
１３．６�
１２．０�

ら
の
預
け
替
え�

他
金
融
機
関
か�

３３．０�
５０．０�
２３．１�
３８．２�
３３．３�
３８．５�
３１．３�
３６．８�
２７．３�
３６．０�

４７．０�
１００．０�
５３．８�
３８．２�
５０．０�
２３．１�
２８．１�
３１．６�
７２．７�
５６．０�

年
金
収
入�

漁
業
収
入�

５６．０�
３３．３�
５７．７�
６１．８�
６１．１�
３０．８�
５９．４�
５２．６�
５４．５�
５６．０�

回
答
組
合
数�

１００�
６�
２６�
３４�
１８�
１３�
３２�
１９�
２２�
２５�

�
１割未満�
１～２�
２～３�
３～４�
４以上�
５億円未満�
５～１０�
１０～２０�
２０以上�

合　計�

（注）　色網掛けは各行で割合が最も高いことを示す。　�

　 

歳
以
上
の
割
合�

正
組
合
員
に
占
め
る�

水
揚
金
額�

７０�



金等への投資がみられた割合は３.０％とわ

ずかである。また，定期性貯金から当座性

貯金への振り替えがみられた割合は４９.０％

で件数は平均７.０件である。

（２） 今後，貯金増強が期待できる財源

今後，漁協貯金の増強を期待できる財源

はどこにあるのだろうか。アンケート調査

結果によると，「年金収入」が５６.０％で最

も多く，次いで「漁業収入」４７.０％，「他

金融機関からの預け替え」３３.０％が高い

（第３表）。

正組合員に占める７０歳以上の割合別にみ

ると，１割未満の漁協では「漁業収入」の

割合が最も高いが，１～４割未満の漁協で

はいずれも「年金収入」の割合が最も高く，

６０％前後となっている。しかし，４割以

上の漁協では，「期待できるものはない」

の割合が３０.８％と，他の属性に比べて高く

なっている。

一方，水揚金額別にみると，１０億円未満

の漁協では「年金収入」，１０～２０億円未満

の漁協では「漁業収入」，２０億円以上の漁
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協では「年金収入」と「漁業収入」が最も

高くなっている。また，１０億円未満の漁協

では「期待できるものはない」や「漁業以外

の勤労収入」が２～３割を占めており，２０

億円以上の漁協に比べて高くなっている。

次に貸出について，漁協にとっての貸出

業務の必要性，資金需要と借入先及び漁協

の貸出推進方策をみてみよう。

（１） 貸出業務の位置付け

貸出は漁協にとって重要な機能と認識さ

れている。組合にとって貸出業務の位置付

けを聞いたところ，「組合員・利用者にと

って必要」とする回答割合が９０.０％を占め

ている。

（２） 正組合員の資金需要

第４表に正組合員の資金需要の有無を示

した。資金需要が「ある」と回答した割合

は，短期漁業資金で４０.０％，長期漁業資金

４７-４２７

６　貸出の動向

第4表　水揚金額別にみた貸出需要�
（単位　件, ％）�

３１．０�
５０．０�
３６．８�
２２．７�
１２．０�

２７．０�
３４．４�
３６．８�
２２．７�
１６．０�

少
し
あ
る�

ほ
と
ん
ど
な
い�

４０．０�
１５．６�
２６．３�
５０．０�
７２．０�

あ
る�

１００�
３２�
１９�
２２�
２５�

�
５億円未満�
５～１０�
１０～２０�
２０以上�

合　計�

（注）　色網掛けは各金額層で割合が最も高いことを示す。　�

回
答
組
合
数�

２．０�
０．０�
０．０�
４．５�
０．０�

わ
か
ら
な
い�

１８．０�
３４．４�
１５．８�
４．５�
１２．０�

４７．０�
５０．０�
３６．８�
６３．６�
４０．０�

少
し
あ
る�

ほ
と
ん
ど
な
い�

３３．０�
１２．５�
４７．４�
３１．８�
４８．０�

あ
る�

２．０�
３．１�
０．０�
０．０�
０．０�

わ
か
ら
な
い�

２７．０�
２５．０�
３１．６�
２２．７�
３２．０�

４２．０�
５６．３�
４２．１�
４５．５�
２４．０�

少
し
あ
る�

ほ
と
ん
ど
な
い�

２８．０�
１８．８�
２６．３�
２７．３�
４０．０�

あ
る�

３．０�
０．０�
０．０�
４．５�
４．０�

わ
か
ら
な
い�

３５．０�
３７．５�
３１．６�
４０．９�
３２．０�

３６．０�
４３．８�
４２．１�
３６．４�
２４．０�

少
し
あ
る�

ほ
と
ん
ど
な
い�

２３．０�
１２．５�
２６．３�
２２．７�
３６．０�

あ
る�

６．０�
６．３�
０．０�
０．０�
８．０�

わ
か
ら
な
い�

短期漁業資金需要� 長期漁業資金需要� 短期生活資金需要� 長期生活資金需要�



で３３.０％，短期生活資金で２８.０％，長期生

活資金で２３.０％となっており，漁業資金で

需要がある割合が比較的高い。

水揚金額別に資金需要をみると，短期漁

業資金需要や短期生活資金需要は，水揚金

額が多いほど，「ある」の回答割合が高く

なっている。

（３） 正組合員の借入先

資金需要が「ある」ないし「少しある」

と回答した漁協における正組合員の借入先

をみると，漁業資金では，「大部分を組合」

が９４.４％と高く，「半分を組合」３.３％，「大

部分を他金融機関」２.２％となっている。

一方，生活資金では，漁業資金に比べて，

「大部分を組合」は４６.９％と低く，「半分を

組合」（４２.０％）と「大部分を他金融機関」

（９.９％）が高くなっている。

前述した貯金増強が期待できる財源別に

正組合員の生活資金の借入先をみたものが

第５表である。貯金財源が漁業収入の場合

には，借入先が「大部分を組合」の割合が

比較的高い。しかし，財源が年金収入や漁
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業以外の勤労収入の場合には，借入先が

「半分を組合」や「大部分を他金融機関」

の割合が相対的に高くなっている。

漁業資金と生活資金の両方について，正

組合員の借入先を「半分を組合」「大部分

を他金融機関」「その他」と回答した組合

に，正組合員が他金融機関から借り入れた

理由を尋ねたところ，漁業資金では，「手

続きが簡単」の割合が６０.０％で最も高い。

生活資金では，漁業資金と同様に「手続き

が簡単」の割合が４０.５％で最も高く，この

ほかに，「給与・年金等の受取口座がある」

（３３.３％）や「低金利」（３１.０％）も高くなっ

ている。

（４） 貸出の推進方策と審査時に重視

するポイント

漁協が貸出推進を実施しているかどうか

をみると，「推進している」割合が７６.０％，

「推進していない」の割合が２４.０％となっ

ている。

資金需要が「ある」と回答した漁協につ

いて，「推進している」割合をみると，短

期漁業資金需要が「ある」と

回答した場合には７２.５％，長

期漁業資金では７２.７％，短期

生活資金では６７.９％，長期生

活資金では８２.６％となってい

る。

推進を実施している漁協の

推進方法としては，「窓口で推

進」が７７.６％，「借入ニーズ等

の情報を収集して個別推進」

４８-４２８

第5表　貯金増強が期待できる財源別にみた�

正組合員の生活資金の借入先�
（単位　組合, ％）�

８１�

４０�

４５�

１３�

�

漁業収入�

年金収入�

漁業以外の勤労収入�

合　計�

（注）　色網掛けは合計を１０ポイント以上上回ることを示す。�

財
源�

期
待
で
き
る�

貯
金
増
強
が�

回
答
組
合
数�

４６．９�

６０．０�

３５．６�

１５．４�

大部分�
を組合�

正組合員の生活資金の借入先�

４２．０�

２７．５�

４８．９�

６１．５�

半分を�
組合�

９．９�

１０．０�

１３．３�

２３．１�

大部分�
を他金�
融機関�

１．２�

２．５�

２．２�

０．０�

その他�



農林金融2003・6

が３２.９％，「訪問して推進」が１４.５％，「そ

の他」７.９％となっている。「その他」とし

ては，「チラシの配布」「婦人部の集会時に

ＰＲ」「漁協だよりに掲示し推進」等があ

げられている。

推進していない理由をみると，「必要に

応じて組合員等が相談に来る」「推進して

まで信用リスクを増加させる必要はない」

「人員不足」など，推進の必要性が低いこ

とや推進が困難な状況にあることをあげる

漁協が多い。

また，漁協が正組合員の貸出審査の際に

特に重視する事項をみると，「経営実績」が

８２.０％で最も多く，次いで「経営能力」「担

保」「保証人」「事業計画」が続いている。

本稿では，アンケート調査結果より，漁

協の貯金と貸出の動向をみてきた。最後に

簡単にまとめよう。

漁協の今後の貯金増強が期待できる財源

については，年金と漁業収入をあげる漁協

が多い。特に正組合員に占める高齢者の割

合が高い漁協では年金収入の割合が高い。

しかし，正組合員に占める高齢者の割合が

高い漁協では，後継者問題がより深刻であ

り，組合員数の減少による影響が懸念され

る。

一方，貸出については，漁協にとって必

要な機能と認識されており，相応の資金需

要がうかがえる。漁業資金については正組

合員は大半を漁協から借り入れているが，

生活資金については，需要はあるものの，

他金融機関から借り入れている割合が高く

なっている。生活資金への積極的取組みも

含めた推進体制の整備が課題と思われる。

（研究員　尾高恵美・おだかめぐみ）

４９-４２９

おわりに


